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研究成果の概要（和文）：　本研究は日中の統計資料および企業データと実態調査の結果を基に、主体間関係論、フー
ドシステム論、国際マーケティング論の視点から考察を加えた結果、わが国において直面する中国産冷凍野菜の「買い
負け」現象の実態とその要因を解明するとともに、その状況下において日本の大手冷凍野菜開発入業者が商品を安定し
て調達するために中国国内で講じている対策の内容とその限界を明らかにした。

研究成果の概要（英文）： We confirmed that the trend of “unsuccessful bidding” is not because an 
increase in worldwide demand has shot up international prices and Japanese importers cannot cope with the 
increased prices, unlike the case of fishery products. At the same time, we examined the factors that led 
to this situation using international marketing theory and learned that Japan’s presence as a buyer has 
decreased, as problems have been arising, including the detection of residual agricultural chemicals, 
with the expansion of the frozen Chinese vegetable export business. We also confirmed that leading 
Japanese developers and importers of frozen vegetables are cultivating new producing areas in inland 
China to purchase frozen vegetables and overcome the present stalemate, but this approach is not an 
effective measure currently and has failed to improve the situation.

研究分野：農業経済

キーワード： 構造変化　主体間の関係変化　企業行動　中国産冷凍野菜
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１．研究開始当初の背景 
わが国においては、「食の外部化」が進展

しており、日本国民の「食」は外食や中食に

依存する傾向が高まっている。ところが、小

田論文（参考・参考文献［１］）で言及して

いるように、外食産業市場では成熟期を迎え

ていることに加え、消費者の低価格へのニー

ズが高いことから価格競争が進展している。

そのため、外食産業では中国産を中心とした

廉価な輸入冷凍野菜を使用せざるを得ない

状況にある。この点から冷凍野菜開発輸入業

者はわが国の「食」に大きく関与していると

判断される。 

過去に「流通再編化における冷凍野菜開発

輸入業者の企業行動に関する研究」というテ

ーマで研究助成（課題番号 20780167）を受け

ていた際、この調査を進める中で関西の大手

冷凍野菜開発輸入業者から 2009 年以降にお

いて、厳格な安全管理対策の導入を要望する

一方で買い取り価格の低さを一因に、既に魚

介類で指摘されている「買い負け」現象に直

面しはじめている実態を耳にした。つまり、

中国にとって最大の販売先国である日本の、

しかも大手企業が従来通りに商品を購入で

きないというのである。このことは、嗜好品

だけではなく、日常品までにこの影響が及ん

でいる事を意味しているものであり、食料の

安全保障を考える上で極めて重要な実態で

ある。 

中国の統計資料「中国海関統計年鑑」を確

認すると、2000 年から 2008 年にかけて中国

の冷凍野菜輸出量は 31.2 万ｔから 77.6 万ｔ

へと３倍以上も増加しているが、日本への輸

出量は 24.1 万ｔから 19.2 万ｔへと減少して

いる。一方、この期間中、中国が販路を拡大

させたのは米国向けと韓国向けであり、それ

ぞれ、1.2 万ｔから 10.7 万 t へと 9.5 万ｔ、

1.2 万ｔから 19 万ｔへと 17.8ｔも増加させ

ている。これに伴い、中国の冷凍野菜総輸出

量に占める日本の割合は、77.2％から 24.8％

へと低下しており、日本向けは相対的にも絶

対的にも供給量が減少している。こうしたな

か、大手の冷凍野菜開発輸入業者は、この新

たな状況において同国から商品を安定して

調達するための対策や他国からの調達を進

展させる等の企業行動を起こしていると考

えられる。 

日中間を中心とする農産物貿易に関する

研究は、日本農業経済学会、日本フードシス

テム学会、日本農業市場学会といった複数の

学会で個別報告やシンポジウム等が行われ

る等、活発に研究が行われている。なかでも

冷凍野菜開発輸入業者に焦点を当てた研究

は特に多く、現地での原料調達方法や安全管

理対策に関する成果が残されている。だが、

上述の「買い負け」現象およびそのことに対

する企業行動の研究は一切行われていない。 

いうまでもなく、食料自給率が約 40％のわ

が国において国内で有効な対策を講じるこ

とが困難となっている状況下で同傾向が深

化することは、冷凍野菜開発輸入業者、食品

卸売業者、外食企業の経営を逼迫させるだけ

ではなく、量および金額の両面から消費者で

ある日本国民の「食」をも脅かすことになる。 

 
２．研究の目的 
上記の背景を踏まえ、本研究では中国産冷

凍野菜の「買い負け」現象の実態とその要因

を解明するとともに、その状況下において冷

凍野菜開発入業者は商品を安定して調達す

るためにどのような対策を講じているのか

を明らかにすることを目的とする。具体的に

は、①「買い負け」現象の実態の解明、②「買

い負け」現象の背景の解明、③買い負け現象

に対する冷凍野菜開発輸入業者の対応策（企

業行動）の解明を行なう。そして、これらの

３つの結果を基に、今後、中国産を中心とし

た輸入冷凍野菜は安定して調達できるのか

否かについて展望を結論づける。 

 
３．研究の方法 



本研究では、日本の冷凍野菜開発輸入業者

とその企業の商品を製造している中国の冷

凍野菜製造企業、業界の動向を明記している

日中の統計資料や専門書、そして、企業デー

タや実態調査の結果を基に、主体間関係論、

フードシステム論、農産物市場論の視点から

考察を加え課題の解明を試みる。 

 

４．研究成果 

上述の３つの課題に関して、次の（１）か

ら（４）の成果を得た。 
 
（１）中国産冷凍野菜の「買い負け」現象の
実態 

わが国に輸入される食料品は、世界基準と

もいえるような一般性を有した規格の食料

品と、日本の細かな様式に基づいて生産され

たいわば日本型の食料品が輸入されている。

前者については、大豆、小麦、鶏肉といった

基礎的かつ必需的な品目を対象に、加工度が

それほど高くなく荷姿も同様となっている

特徴がある。それゆえ、買い手が世界に多く

存在することから輸出国は生産した商品を

日本以外の複数の国へ販売することが容易

である。一方、後者は日本の「食」を構成す

る幅広い品目を対象に、日本側が指定する独

自の加工基準や安全基準を満たしたもので

あり、加工の程度が高いものについては指定

の味付けまでがなされている。そのため、日

本以外の国ではそれほどニーズがないこと

から他国へ転売することが容易ではない。そ

のような食料品の場合、生産国の企業は工場

内の敷地や稼働率に限りがあること、加えて

販路の広さや要求の高さ・複雑さを勘案する

と他国よりも魅力的な条件でなければ生産

を志向しない。 

では、日本向けのシェア低下は買い付け価

格の相対的低下が要因となっているのであ

ろうか。「中国海関統計年鑑」に明記され統

計上輸出実績のある 11 品目を対象に日本向

けの動向を捉えると、2000年と 2011年の比

較で数量、シェアともに大きく減少している

のは、その他の豆、ほうれん草、ミックス野

菜の３品目である。その他の豆は 6万 4,331

ｔから 2万 5,617ｔへ 3万 8,714ｔ減少し、

シェアが 83.9％から 32.8％へと低下してい

る。また、ほうれん草は 3 万 9,832ｔから 2

万 1,486ｔへと 1 万 8,346ｔ減少し、シェア

も 97.7％から 45％へ低下している。そして、

ミックス野菜は 2万 4,765ｔから 1万 775ｔ

へ 1万 3,990ｔ減少し、シェアも 90.8％から

20.1％へ低下している。これらは 2000 年当

時、1 万ｔを超える規模を有し、かつ日本向

けが 80％を超えるシェアを有していた品目

である。つまり、残留農薬問題発生以前、日

中両国にとって中心的であった品目と位置

づけられる。これら３品目は米国向けで増加

しており、同品目について今日では中国の最

大の輸出先が日本ではなく同国となってい

る。 

この３品目を対象に、日本向けと米国向け

の価格差と米国向け輸出数量の関係を、2000

年、2006年、2011年を例に捉えると、日本

向け価格が相対的に年々高くなっている傾

向にあるにもかかわらず、米国向け輸出数量

が急拡大している（図１）。すなわち、水産

物とは異なり世界的な需要拡大により国際

価格が上昇し、日本の輸入業者がそれについ 

資料：中華人民共和国海関総署「中国海関統計年鑑」より筆者作成。

　　　２）価格差は「日本向けの単価－米国向けの単価」の意味である。そのためマイナスになっていれば米国向けが高いことを示す。

図１　中国産冷凍野菜における日本向けと米国向けの価格差と米国向け輸出量の動向

　注：１）2000年の輸出量を100.0とした。2000年の韓国向け輸出量は11,432.7ｔ，米国向け輸出量は，ほうれん草16.0ｔ，ミックス
　　　　　野菜436.2ｔ，その他の豆5,677.0ｔである。
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てゆけずに買い負けているような状況には

ない。それどころか品目全般的に捉えると日

本は依然として中国の主要輸出先国の中で

最も高く買っているうえ、価格上昇の程度も

最も著しい。このことについて 2000 年と

2011 年を比較すると中国冷凍野菜の輸出価

格平均が 1.0 ドル/ｋｇから 1.1 ドル/ｋｇへ

10％上昇しているのに対して、中国の輸出先

上位３カ国のうち首位の韓国向け平均価格

は 0.7ドル/ｋｇから変化がない。また第３位

の米国向けの平均価格は 0.9 ドル/ｋｇから

1.1 ドル/ｋｇへ約 20％上昇しているものの、

第２位の日本向け平均価格は 1 ドル/ｋｇか

ら 1.5 ドル/ｋｇへと 50％も高騰している。

こうした実態から日本のシェア急落に伴う

存在感の低下が価格面にも波及している可

能性が伺える。 
 
（２）中国産冷凍野菜の「買い負け」現象の
背景 

主体間関係が変化し、日本側が買い負ける

現象が発生するようになった背景には、中国

の冷凍野菜輸出の段階が進展していること

が要因となっている。佐藤論文（参考・引用

文献[３]）では輸出や海外への事業展開に関

するマーケティングのことを国際マーケテ

ィングとし、その発展段階論について先行研

究を整理している。同成果を引用すると、①

輸出を行わず国内生産・販売だけの段階（国

内段階Ⅰ）から、②国内生産・販売を主体と

しながら一部を輸出する段階（国内段階Ⅱ）、

その次に③国際的な標準品を生産し直接輸

出する段階（国際段階Ⅰ）、または④相手国

のニーズに適応した製品について現地チャ

ネルを利用して輸出する段階（国際段階Ⅱ）

があり、さらに次には⑤世界的な標準品を生

産しグローバルな販売チャネルで販売する

海外事業重点企業の段階（グローバル段階

Ⅰ）、または⑥世界中の生産拠点で世界的な

差別化商品を生産しグローバルな販売チャ

ネルや現地の販売チャネルで販売する多国

籍企業の段階（グローバル段階Ⅱ）となって

いる。 

同論を援用し先行研究をみると、日本のニ

ーズに合った商品を生産している企業行動

が解明されており（参考・引用文献[２]）、こ

の点からこれまでは国際段階Ⅱにあったと

位置づけられる。ところが、近年では日本向

けの販売量を大幅に低下させることによっ

て同国向けのシェアを低下させるのではな

く、韓国、米国、それ以外の国々に販売量を

拡大させながら総輸出量を大きく増加させ

たために日本のシェアが低下しており、しか

も中国の冷凍野菜製造企業が凍菜協の評価

表に示した安全管理策を導入しない理由が

この傾向に関連している（世界的な制度にな

っていない）ことを踏まえると、グローバル

段階Ⅰに突入したと判断される。 

中国がグローバル化に向けて舵を取るき

っかけとなったのは、2002 年に日本で顕在

化した残留農薬問題が大きかった。それはこ

の問題発生以前において最大の販売先であ

り、かつ 80％弱ものシェアを占めていた日本

で同問題が頻発し、日本政府がポジティブリ

スト制度の導入、モニタリング検査の検査項

目の大幅な拡大（2005 年：240 項目、2011

年：694項目）、検疫所の監視員の増員（2005

年：300 名、2011 年 393 名）等、同問題へ

の対応を厳格化させるとともに、中国政府に

おいても輸出先国で残留農薬違反を起こし

た場合、冷凍野菜製造企業に対して輸出の禁

止や罰金等の厳格な措置を講じたので先行

きに対して不安が高まり、リスク回避の観点

から積極的に脱日本向けに着手せざるを得

なかった状況にあったためである。またわず

かな期間にもかかわらずそれに成功したの

は、中国の冷凍野菜製造企業が世界で最も厳

格な基準を品質、規格、安全性に設けている

日本と多品目にわたる商品を長年取引して

いたことから、他国へのシフトを容易に行え

る能力を持ち合わせていたためである。 



 

（３）同現象に対する冷凍野菜開発輸入業者

の対応策（企業行動） 

日本側は、コストおよび多品目の原料を生

産できる気候的環境、そして安全性への対応

能力の観点から調達先を中国以外の国へシ

フトさせることができていない。そのため今

日では大手開発輸入業者であっても安全管

理対策の面や価格交渉面においても日本の

主体間関係が弱体化するかたちで変化が生

じており、値上げしたものを購入するか、も

しくはより管理レベルが低くコストの安い

工場から調達するかの選択を迫られている。 

こうしたなか、日本の大手企業では、2010

年前後から新興産地に参入し冷凍野菜を調

達する行動が確認される。本研究では 2009

年に設立された安徽省の新興の冷凍野菜製

造企業と大手開発輸入業者の取引を対象に

その詳細を研究した。この事例は沿岸部の伝

統的な産地の企業のものよりも製品１ｔあ

たりのコストが 200ドルから 400ドル程度も

廉価であったことから大手開発輸入業者が

関心を示し設立の年から取引が開始される

こととなった。 

ただし、近年、人件費や陸上輸送費の上昇

を要因に沿岸部地域の企業と価格面で大き

なメリットを発揮できなくなっていること

に加え、安全管理対策の面や異物混入対策の

面で能力が低く、また品質の問題でのトラブ

ルが続出したため、事例の企業間ではすでに

取引が停滞している。これらの要因は、非伝

統的な産地に共通する事項であること、そし

て、一般的にはこれらの解決には一定程度の

時間を要することを踏まえると、主要産地に

おいてマイナス面での大きな構造変化が突

発的に発生しない限り、非沿岸地域を中心と

した新興産地への対日輸出野菜基地のシフ

トは短期的には起こらないと考えられる。 

 

（４）今後の展望 

これまで中国産冷凍野菜の開発輸入は日

本側が主導権を持ち生産段階の細部に関与

しながら安価かつ安定的に行ってきたが、そ

れが段階的に変化しており、今日では弱体化

するかたちで転換期に差し掛かっている。こ

うした状況にあり、しかも中国以外に有力な

輸入先国を開拓できないなか、日本が安定的

に冷凍野菜を調達するには同国で市場の動

向に合わせた効果的な対策を講じることに

よって輸入を継続しつつ、国内からも一定程

度確保していく必要がある。それゆえ、今後

はそれに資する研究が不可欠になってくる

であろう。 

また、本研究では冷凍野菜の開発輸入だけ

を対象にしているが、他の品目の開発輸入で

も同様に転換期に差し掛かっている可能性

が示唆される。というのは、冷凍野菜だけで

はなく、中国の食料品輸出における日本向け

のシェアそのものが急減しているし、輸出企

業が特定国や特定企業に販売先を過度に依

存するのが経営上のリスクとなる点は冷凍

野菜にとどまらず食料品すべてに共通して

いること、また冷凍野菜以外の品目でも日本

において残留農薬違反等の問題が発生する

と中国では罰則の対象となることも共通し

ているためである。いうまでもなく、このこ

とがもし確かであれば同国における日本型

の食料品の生産やその安定調達がいっそう

危惧されるだけに、その検証作業が望まれる。 
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